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連結株主資本等変動計算書

（自　平成27年 4 月  1日
至　平成28年 3 月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 4,425 4,313 56,075 △2,661 62,153

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △1,385 △1,385
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,202 4,202

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額)

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 - - 2,816 △0 2,816

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,425 4,313 58,891 △2,661 64,969

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 17,357 248 △465 17,140 79,293

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △1,385
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,202

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額) △3,855 △374 131 △4,098 △4,098

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △3,855 △374 131 △4,098 △1,282

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 13,502 △126 △333 13,042 78,011

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　16社
EIZOエムエス㈱
アイレムソフトウェアエンジニアリング㈱
EIZOサポートネットワーク㈱
EIZOメディカルソリューションズ㈱ ※1
EIZOエンジニアリング㈱
EIZOエージェンシー㈱
EIZO GmbH
EIZO Technologies GmbH
EIZO Rugged Solutions Inc. ※2

卓 像技 （ 州）有限公司
EIZO Inc.
EIZO Nordic AB
EIZO AG
EIZO Limited
EIZO Europe GmbH
EIZO Austria GmbH

※1. EIZOメディカルソリューションズ(株)は、当連結会計年度においてイメーション(株)よりメデ
ィカル市場向けシステムインテグレーション事業を買収し、新たに連結の範囲に含めておりま
す。

※2. EIZO Rugged Solutions Inc.は、平成28年4月1日付で、Tech Source, Inc.から社名変更して
おります。

２．連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社のうち、 卓 像技 （ 州）有限公司の決算日は、12月31日であります。連結計算書
類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算日に基づく計算書類を使用しております。な
お、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
売買目的有価証券
　時価法（売却原価は移動平均法により算定）
その他有価証券

時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ
　時価法

ハ．たな卸資産
　商品、製品及び仕掛品については主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、原材料については主として移動平均法による
原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備は
除く）については定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　15～50年
機械装置及び運搬具　　　　7～10年
その他（工具器具備品）　　2～6年

ロ．無形固定資産
　自社利用のソフトウェア
　　社内における利用可能期間（主に5年）に基づく定額法
　その他の無形固定資産
　　定額法（主な耐用年数は7年）
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⑶　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当連結会計年度負担見込額を計上して
おります。

ハ．役員退職慰労引当金
　当社役員への退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度末退職慰労金要支給額を
計上しております。
　なお、平成16年6月22日開催の当社第37回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止
及び同日までの在任期間に対する退職慰労金を当社の各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に
支給することが決議されたことにより、同日以降の役員退職慰労引当金繰入を行っておりません。

ニ．製品保証引当金
　製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内の
サービス費用発生見込額を計上しております。

ホ．リサイクル費用引当金
　リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の費用支出に充てるため、売上台数を基準として費用
発生見込額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基準
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウェア制作

　進行基準（ソフトウェア制作の進捗率の見積りは原価比例法）
ロ．それ以外のソフトウェア制作

　完成基準
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⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めて計上しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては10年間の定額法により償却を行っております。
　なお、重要性のないのれんは取得時に一括して償却を行っております。

⑻　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　　　　イ．消費税等の会計処理
　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　　　　　ロ．連結納税制度の適用
　　　　　　　連結納税制度を適用しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）、「連結財務諸表に関する会
計基準」（企業会計基準第22号　平成25年9月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準
第7号　平成25年9月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。
　これによる損益に与える影響はありません。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 16,216百万円

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 22,731,160株 -株 -株 22,731,160株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．平成27年5月19日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 639百万円
・1株当たり配当額 30円
・基準日 平成27年  3月31日
・効力発生日 平成27年  6月  1日

ロ．平成27年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 746百万円
・1株当たり配当額 35円
・基準日 平成27年  9月30日
・効力発生日 平成27年11月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成28年5月19日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 746百万円
・配当原資 利益剰余金
・1株当たり配当額 35円
・基準日 平成28年  3月31日
・効力発生日 平成28年  6月  3日
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Ⅴ．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に設備投資計画に照らして、必要に応じて資金を調達することとしております。一時
的な余資は、安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は自己資金にて賄っております。受
取手形及び売掛金に係る信用リスクについては、与信管理規程に沿って定期的にモニタリングし、回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。借入金は全額外貨建てであり、外貨建ての債権に対する為替リスクの
ヘッジを目的としたものであります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成28年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注）
参照。）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

⑴　現金及び預金 7,221 7,221 -
⑵　受取手形及び売掛金 17,138

貸倒引当金 △124
計 17,013 17,013 -

⑶　有価証券及び投資有価証券 40,283 40,283 -
資産計 64,517 64,517 -
⑷　買掛金 5,994 5,994 -
⑸　短期借入金 1,912 1,912 -
負債計 7,906 7,906 -

(注）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 41

Ⅵ．1株当たり情報に関する注記
⑴　1株当たり純資産額 3,658円95銭
⑵　1株当たり当期純利益 197円10銭

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自　平成27年 4 月  1日
至　平成28年 3 月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金

別 　 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,425 4,313 0 228 47,500 4,826 △2,661 58,632

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 1,000 △1,000 -

剰余金の配当 △1,385 △1,385

当期純利益 2,962 2,962

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 1,000 577 △0 1,576

当 期 末 残 高 4,425 4,313 0 228 48,500 5,403 △2,661 60,209

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 17,320 75,953

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 -

剰余金の配当 △1,385

当期純利益 2,962

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △3,853 △3,853

当 期 変 動 額 合 計 △3,853 △2,276

当 期 末 残 高 13,467 73,677

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　関係会社株式及び関係会社出資金

　移動平均法による原価法
⑵　売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均法により算定）
⑶　その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）
時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品、製品及び仕掛品
　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
　原材料
　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

定率法
　　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法
　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～50年
機械及び装置 7～10年
工具、器具及び備品 2～6年

⑵　無形固定資産
ソフトウェア
　社内における利用可能期間（主に5年）に基づく定額法
その他の無形固定資産
　定額法（主な耐用年数は7年）

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
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６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当事業年度負担見込額を計上しておりま
す。

⑶　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお
ります。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑷　役員退職慰労引当金
　役員への退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく事業年度末退職慰労金要支給額を計上してお
ります。
　なお、平成16年6月22日開催の第37回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止及び同
日までの在任期間に対する退職慰労金を各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが
決議されたことにより、同日以降の役員退職慰労引当金の繰入を行っておりません。

⑸　製品保証引当金
　製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内のサ
ービス費用発生見込額を計上しております。

⑹　リサイクル費用引当金
　リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の費用支出に充てるため、売上台数を基準として費用発
生見込額を計上しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる事項
⑴　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
⑵　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
⑶　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計
処理の方法と異なっております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権債務

　短期金銭債権 10,930百万円
　長期金銭債権 569百万円
　短期金銭債務 2,151百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 10,939百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　営業取引による取引高

　売上高 19,869百万円
　仕入高 551百万円
　外注加工費等 4,683百万円
営業取引以外の取引高 445百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,410,318株 108株 - 1,410,426株

（注）普通株式の株式数の増加108株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

流動の部
繰延税金資産 百万円

売上値引 145
たな卸資産評価損 411
賞与引当金 224
製品保証引当金 340
その他 239

繰延税金資産合計 1,361

固定の部
繰延税金資産 百万円

関係会社出資金評価損 1,811
関係会社株式評価損 446
投資有価証券評価損 223
減価償却超過額 47
退職給付引当金 477
リサイクル費用引当金 303
その他 99

繰延税金資産小計 3,407
評価性引当額 △2,527

繰延税金資産合計 880
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △5,812
その他 △1

繰延税金負債合計 △5,813
繰延税金負債の純額 △4,933
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権の
所有割合
(%)

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等 事 業 上 の 関 係

子会社 アイレムソフトウェア
エンジニアリング㈱ 100 兼任

2名
アミューズメントソフト
の開発、販売 資金の貸付（注1） 1,730 貸付金 4,479

子会社 EIZO GmbH 100 兼任
なし

映 像 表 示 シ ス テ ム の 開
発、製造、販売 資金の貸付（注1） 12,427 貸付金 3,003

子会社 EIZO Europe GmbH 100 兼任
1名 当社製品を欧州地域で販売 映像表示システムの

販売（注2） 13,163 売掛金 2,228

子会社 EIZO AG 100 兼任
1名 当社製品をスイスで販売 配当金の受取 260 受取配当金 -

　　（注）１．資金の貸付につきましては、市場金利等を勘案して貸付条件を決定しており、返済期間は主に3
か月から1年、期日一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

　　　　　２．映像表示システムの販売につきましては、現地での市場価格を勘案して販売価格を決定しており
ます。

　　　　　３．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高（貸付金は除く）は消費税等込みの金額で記載して
おります。

Ⅶ．1株当たり情報に関する注記
⑴　1株当たり純資産額 3,455円65銭
⑵　1株当たり当期純利益 138円97銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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